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1．はじめに

　活断層の可能性がある断層について，その活動時期，
特に最新活動時期を明らかにすることは，変動史の研
究のみならず防災上も重要である．これまで断層活動
時期を地球年代学的に明らかにする試みは様々な手法
を用いて行われてきた（例えば，高橋，2006）．
　蒜山地質年代学研究所（以下，当所とする）では主
にK-Ar年代測定法とESR年代測定法を用いて断層活
動時期の推定を行ってきた．このうち ESR 年代測定法
は，測定の対象鉱物が地表付近に遍在する石英である
こと，数万年から数百万年の年代測定が可能であるこ
と，断層活動時の熱および応力によって信号がリセッ

トすると考えられることから，断層活動時期を直接決
定するための手法として期待され，多くの分析が行わ
れてきた（例えば，幡谷ほか，1992；水垣，2008）．そ
の結果，事例によっては一定の成果が得られているも
のの，いくつかの問題点も指摘されてきた（例えば，
幡谷ほか，1992；福地，2003；水垣，2008）．特に，断
層活動による ESR 信号のリセットの要件は ESR 年代
測定による断層活動年代の測定が必ずしも容易でない
ことを示唆している．例えば深度 300〜400m 程度で変
位速度を 50cm/s〜100cm/s と想定した場合，ESR 信
号が完全にリセットするのは断層面から 2mm 離れた
ところまでの領域であるとされている（福地，2003）．
　本稿では，ESR 信号のリセットが十分ではない断層
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岩の ESR 年代測定において，その最新活動年代につい
て検討可能な評価方法を紹介する．また , 年間線量率
を計算するためのウラン（U），トリウム（Th）を定量
する際に ICP 質量分析法を用いる方法を紹介する．紹
介する内容は他の研究者により既に論文として報告さ
れたものであるが，分析時間が大幅に短縮できること，
また一般的なゲルマニウム（Ge）検出器を用いた分析
よりも微少量での分析が可能であることの周知を目的
に紹介する．なお，カリウム（K）については原子吸
光法で精度良く分析する事が可能であるため，ICP 質
量分析で定量する必要はないと考えている（以下でも
触れる様にキャリアガスの Ar が同重体として存在す
る場合があるため，ICP 質量分析による K の定量は必
ずしも確度が良くない）．

2．�ばらついた年代測定結果から推定される最新
断層活動年代 

　断層ガウジから抽出した石英粒子の ESR 年代測定
について，ESR 信号のリセットが不十分な場合でも
最新活動時期の推定の可能性がある 1 つの例を紹介す
る．

2. 1．断層ガウジのESR年代測定
　試料はある一つの断層帯から採集した一連の断層ガ
ウジが対象であった．一連とは主断層および派生した
断層から年代測定用試料を採集することを指す．試料
数は 10 試料以上であり，1 つの断層調査における ESR
年代測定としては比較的多いものであった．各試料か
ら粒度を変えた 5 つのフラクションを用意し，各フラ
クションから石英を抽出したのち，各石英について E1’
中心および Al 中心を用いて ESR 測定を実施した．ま
た試料とした断層ガウジおよびそれに接した母岩をそ
れぞれ同程度含む試料を年間線量率測定用試料とし，
年間線量率を求めて，ESR 年代の計算を行った．
　ESR 年代測定の結果，E1’ 中心による年代には，より
細粒の粒子がより若い年代を示す傾向がしばしば認め
られた（図 1）が，粒径が細粒になっても安定した ESR
年代を示さないことや，一つの試料中においていくつ
かのフラクションで一定の年代を示した場合でも，異
なる試料間ではその一定の年代が異なる場合が認めら
れた．Al 中心による年代は総被曝線量の見積りにばら
つきが大きかったため，ここでは扱わない．以降の議
論は E1’ 中心による年代のみに基づくものである．

2. 2．年間線量率とESR年代との相関性
　上記の測定は，信号強度の飽和曲線（または直線）
が適切であれば，断層活動時の熱の影響を受けやすい
と考えられる，より細粒の粒子がより若い年代を示
し，粒径が変化しても一定の年代値を示した場合に
は，その一定の年代値は断層活動によりリセットされ
た年代の可能性があると判定できる（例えば，Lee and 
Schwarcz，1994）との考えに基づいて実施した．しか

図 1　ESR 年代（E1’ 中心）と試料粒子（石英）の粒径との
関係．縦軸に E1’ 中心を用いた ESR 年代，横軸に試料粒子

（石英）の粒径をとり，具体的な ESR 年代値，粒径およびそ
の誤差の表記は省略した．

図 2　ESR 年代（E1’ 中心）と年間線量率（Dose rate）と
の関係．縦軸に E1’ 中心を用いた ESR 年代，横軸に年間線
量率をとり，具体的な数値は省略した．一連の断層帯から採
集した複数の試料（それぞれ 5 フラクションに分けられてい
る）の全分析結果がプロットされた領域を「plotted area」と
して示した．併せて各プロットから得られた回帰曲線（fitted 
curve）および年間線量率の相対的に高い部分で収束した年代
値（convergent age）を示した．
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し測定結果は理想的な特徴を明瞭には示さず，全体と
してややばらついた年代を示した．そこで全試料に共
通する特徴の検討を行った．
　その結果，横軸に年間線量率，縦軸に ESR 年代値を
とり，一連の試料の測定値を全て（一連の断層帯に関
する測定値について試料，粒径を問わず）プロットす
ることで，図 2 の様な傾向が認められた．すなわち年
間線量率が低い試料は相対的に古い年代値を示し，か
つその値がばらつき，年間線量率が高くなるにつれて
一連の分析で得られた最も若い年代値に収束する傾向
が認められた．年間線量率が低い試料において年代値
が相対的に古く，かつばらつくことは，ESR 信号のリ
セットが不十分であることを示唆している．また年間
線量率が高くなるにつれて，一連の分析で最も若い年
代値に収束することは，年間線量率が高くなるにつれ
て残存 ESR 信号の影響が小さくなり，年代値は最新活
動時期を反映するようになると考えられる．以上は一
連の断層帯から採集した試料であれば，試料間で異な
る年代値が得られた場合でも，分析結果全体から 1 つ
の最新活動時期の推定が可能となることを示唆してい
る．
　ただし，この傾向を示すためには前提としてある程
度の試料数の処理と，それらの試料間において年間線
量率にばらつきがあることが必要である．本例の場合，
試料間の年間線量率の最小値と最大値とで，その差は
およそ 4〜5 倍程度の開きがあった．また年間線量率の
値が求める年代値に対応している必要があることは通
常の ESR 年代測定と同様である．すなわち試料が比較
的新しいものであれば，年間線量率は相対的にある程
度高い必要があり（逆も同様），かつ飽和曲線が飽和し
ない程度の年間線量率である必要がある．断層の最新
活動時期，および年間線量率の値によっては，年間線
量率と ESR 年代の相関性の検討は困難になる．

3．ICP 質量分析法を用いたU，Thの定量

　ESR 年代測定や他のルミネッセンス系の年代測定
において，年間線量率を決定するための U，Th の分
析は Ge 半導体検出器を用いて行われ，現在では最も
主流の方法と言える．一方で，Ge 半導体検出器を用い
た岩石試料中の U や Th の定量の際には 1 試料の分析
に際し 2 週間〜1 ヶ月程度の期間を要し，その間は装
置が当該試料の分析で占有されるため，大量の年代測
定を行う際には時間的な制約になる．また通常 30g 程
度を粉末化して用いている試料量も問題になることが
ある．代表的な年間線量率を得る意味では，ある程度

の量の試料を粉末化，平均化し測定を行うことは必要
であるが，試料が例えばボーリングコア試料や希少な
試料である場合には，必ずしも十分な試料量が得られ
ないことがある．

3. 1．ICP 質量分析の特徴と前処理の問題
　地球化学分野においては，全岩化学組成分析の際に
ICP 質量分析法による U，Th（および他の微量元素）
の定量分析は広く行われている（例えば，平田ほか，
2004）．従来の蛍光 X 線分析と比較して低濃度の元素
の分析を精度良く，比較的短時間で分析が可能である．
例えば試料溶液の作製も含めて分析そのものにかかる
時間は 1 試料当たり 1 週間程度であり，しかも同時に
複数試料の処理が可能である．試料量も乾燥重量で 1g
程度あれば再現性の確認のための複数回の分析にも対
応が可能であり，残りの試料を別の分析等に転用する
ことができる．ただし，一般的な酸溶解法（硝酸とフッ
化水素酸を用いて試料を溶解する方法）では，耐酸性
が高く，かつ U や Th などを主に含有するジルコンな
どを溶かしにくいため，これを多く含む試料の分析に
一般的な酸溶解法を用いることは難しい（例えば，中
野ほか，2012）．アルカリ溶融法は試料を完全に分解さ
せることは容易であるが，ルツボを用いて試料を溶剤
とともに高温に加熱してガラスビードを作製する必要
があり，前処理過程が煩雑になる．当所では年間線量
率のために U，Th を ICP 質量分析法で定量する必要
がある際には，一般的な酸溶解法を用いるが，標準試
料の分析とともに，分解時間の異なる試料溶液を作製
し，それらが一定の値を示すことを確認してから計算
に用いる等の工夫をしている．
　近年では前処理の手間を鑑み，レーザー溶出型 ICP
質量分析装置を用いて，蛍光 X 線分析用に作製した低
希釈率のガラスビードの分析も行われている（例えば，
中野ほか，2012）．この方法はガラスビードが存在す
ることが前提であり，年間線量率の検討のみを目的と
している場合には導入しにくい．住田ほか （2007） で
は年間線量率を測定することを目的に，圧縮ペレット
を用いたレーザー溶出による ICP 質量分析を行い，U，
Th の定量が可能であることを示している．

3. 2．酸溶解法の改善
　レーザーを使用しない ICP 質量分析法による年
間線量率の検討についても，酸溶解を工夫すること
が Preusser and Kasper （2001） および Bailey et al．

（2003） で試みられている．
　Preusser and Kasper （2001） の方法は試料の酸溶
解において，硝酸とフッ化水素酸との混酸の代わりに
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過塩素酸とフッ化水素酸の混酸を用いることが特徴で
ある．試料としては様々な成因からなる堆積物（例え
ば風成，レス，砂丘，河成，土壌）や玄武岩などを測
定している．ICP質量分析の結果とGe半導体検出器を
用いた分析結果の比較がされており，U，Th について
はよく一致した結果が得られることが示されている．
K も同様に測定されているが，ICP 質量分析では Ge 半
導体検出器の値と比べてしばしばやや高めの値が得ら
れている．これは分析の際にキャリアガスとして用い
られる Ar が同重体として検出されるためであると説
明されている．
　Bailey et al．（2003） の方法はフッ化水素酸および硝
酸で試料を溶解させた後，硝酸アルミニウムの九水和
物を用いることが特徴である．試料の溶解に有効な過
塩素酸を使わない理由は，その爆発性および対応した
ドラフトが特殊であることを挙げている．硝酸アルミ
ニウムを用いるのは，一般的に用いられるフッ化水素
酸と硝酸による分解では難溶のフッ化物が生じ，測定
値が小さく見積もられるという考えに基づくものであ
る．試料溶液中にアルミニウムイオンが存在すること
で難溶性のフッ化物を溶かすことができ，測定値が理
想的なものになるとされている．実際に，日本の地球
化学的標準試料である JB1（玄武岩）が測定されてお
り，U，Th および K は推奨値と誤差の範囲で一致す
る結果が得られている．ただし，一般的な酸分解の問
題が，上記の通りジルコンなどの難溶性の鉱物の存在
であると考えた時に，これらの鉱物に硝酸アルミニウ
ムが有効であるかは不明である．検証のために分析さ
れている試料は玄武岩であり，ジルコンの含有量は少
ないと考えられるため，花崗岩あるいは珪長質の片麻
岩等を試料とした検証が必要であると思われる．
　現時点では Preusser and Kasper （2001） の方法を
踏襲し，ICP 質量分析を用いた U，Th の定量（および
原子吸光法による K の定量）を用いることで，精度の
良い年間線量率の計算が可能になると考えられる．

4．おわりに

　ESR 年代測定は断層の最終活動年代を測定する手
法として広く実施された後，近年では適用例が大きく
減ってきた様である（例えば，水垣，2008）．しかし断
層活動時の熱および応力によってリセットするという
特徴から，直接的に活動時期を検討できる可能性があ
ることには変わりはなく，引き続き研究が続けられる
ことを期待したい．今回紹介した ESR 年代と年間線量
率の相関性についても，追試の上，理論的な背景が整

理されれば，測定の手間はかかるものの断層の最新活
動時期に関する情報を得るための有力な手段となりう
る．そこで求められる大量の試料を分析する際には本
稿で紹介した ICP 質量分析法（および原子吸光法）に
よる年間線量率の決定は測定の迅速化に大きく貢献す
るはずである．
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